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Ⅰ　はじめに

　ここでは、小売企業のマーケティング・

ミックス戦略の問題について論ずることにす

る。この問題について論ずるのは、高橋秀雄

（2019a）において、小売企業のマーケティ

ングの問題について論じたものの、いくつか

の点で不十分なところがあったからである。

つまり、そこでは、商品戦略に関して、小売

企業の商品の仕入れ先の選定、仕入れる商品

の組み合わせや仕入れ数量等に関する購買意

思決定、取扱商品の追加と廃止といった問題

を取り上げていなかった点、価格戦略に関し

て小売業態の相違に応じた議論をしていな

かった点、マーケティング・ミックスのうち

の広告・販売促進戦略を取り扱っていなかっ

た点などで不十分なところがあったのであ

る。ここでは、これらの不十分であった点を

補いつつ、改めて小売企業のマーケティン

グ・ミックス戦略について論じたいと思う。

　また、小売企業の経営やマーケティングに

ついて論じられるさい、小売企業には様々な

業態があるのにもかかわらず、例えば、主に

スーパーマーケットや百貨店に適用可能とみ

られるような議論が多く論じられる傾向がみ

られるので、なるべく多様な小売業態に関わ

る議論を展開したいということもここでの狙

いである。

Ⅱ　市場細分化による市場標的の確定

　小売企業がマーケティング・ミックス戦略

を展開するさい、市場細分化により市場標的

を確定する必要がある。小売企業が市場細分

化するさいに利用することができる市場細分

化変数として次のようなものが挙げられてい

る。

　M.Levy,B.A.Weitz and D.Grewal（2014）

は、市場細分化変数として、①地理的変数、

②人口統計的変数、③地理人口統計的変数、

④ライフスタイル変数、⑤購買状況変数、⑥

便益変数があるものとして捉えている
（1）。こ

れらのうち④のライフスタイル変数は、心理

的変数であるとみてよいと思われる。また、

⑥の便益変数は、行動変数であるとみてよい

と思われる。

　 J . B . M a s o n , M . L . M a y e r  a n d  J .

B.Wilkinson（1993）は、市場細分化変数と

して、①人口統計的変数、②心理的変数（活

動、関心、ライフスタイル）、③行動変数、

④地理的変数があるものとして捉えてい

る（2）。

　R.Cox and P.Brittain（2004）は、市場細

分化変数として、①地理的変数、②地理人口

統計的変数、③人口統計的変数、④心理的変

数、⑤行動変数があるとしている（3）。

　高橋（2019a）は、市場細分化変数として、

①人口統計的変数、②地理的変数、③心理的
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が、その全店舗に同一の市場細分化変数の組

み合わせの仕方を適用できるとはかぎらな

い。つまり、小売企業は、同一の市場細分化

の仕方を全店舗に適用することができる場合

もあるが、個々の店舗の立地先ごとに市場細

分化の仕方を変更する必要が出てくる場合も

あるのである。例えば、特定の種類の高級品

を取り扱っている専門店を主力業態とする小

売企業では、標的とする顧客層が基本的に同

一なので、全店舗に同一の市場細分化の仕方

を適用することができる。ただし、ホームセ

ンターでは、その立地先が都市部か農村部で

あるかによって、顧客のニーズや顧客が必要

とする商品種類がある程度異なるので、市場

細分化の仕方を店舗の立地先により変化させ

る必要がある。

　いずれにせよ、小売企業は市場細分化変数

を用いてその標的とする顧客層を絞り込むこ

とにより、店舗の立地選定、取扱商品の種類

や価格帯、営業スタイル、顧客サービスのあ

り方とその水準等について決定する必要があ

る。そして、次にみるマーケティング・ミッ

クス戦略を展開する必要がある。

Ⅲ　商品戦略：取扱商品の組み合わせの決定

と商品の仕入れ政策

　高橋（2019a）では、商品政策・商品戦略

に関して、主としてナショナルブランドとプ

ライベートブランドを中心に述べただけであ

り、小売企業の商品の仕入れ先の選定、仕入

れる商品の組み合わせや仕入れ数量等に関す

る購買意思決定、取扱商品の追加と廃止、と

いったことに関する議論をしていなかった。

そこで、ここではそうした議論を展開するこ

とで、小売企業の商品政策をより詳細にみて

いくことにする。

　ところで、小売企業は、その取扱商品に関

する意思決定をどのようにしたらよいのであ

ろうか。小売企業が商品を仕入れるさいに

は、様々な点を考慮する必要がある。

変数、④行動変数、⑤価格に対する敏感性を

挙げている
（4）。

　以上のように様々なものが市場細分化変数

として挙げられているが、ここでは、高橋

（2019a）で挙げられていたものに地理人口

統計的変数を付け加えることにより、①人口

統計的変数、②地理的変数、③地理人口統計

的変数、④心理的変数、⑤行動変数、⑥価格

に対する敏感性があるものとして捉え直すこ

とにしたい。小売企業は、これらの市場細分

化変数を利用して市場をいくつかのセグメン

トに細分化することができる。

　①　人口統計的変数による市場細分化。こ

れはいうまでもなく、市場（消費者の集合

体）を年齢、性別、所得、職業などにより細

分化するものである。

　②　地理的変数による市場細分化。これ

は、例えば都市部、郊外、農村部等の消費者

の居住先により細分化するものである。

　③　地理人口統計的変数による市場細分

化。これは消費者をその居住している住宅街

ごとに分類するものである Levy,Weitz and 

Grewal（2014）、Cox and Brittain（2004）

が述べているように、消費者が居住する住宅

街ごとに似通った購買パターンがみられるか

もしれないので、この細分化の仕方について

も考慮する必要があるであろう
（5）。

　④　心理的変数による市場細分化。これは

消費者のライフスタイルやパーソナリティな

どにより細分化するものである。つまり、消

費者によって、その考え方や生活スタイル等

が異なるので、そうした点に着目して細分化

するのである。

　⑤　行動変数による市場細分化。これは、

例えば消費者が商品の購入から得ようとする

便益は何かにより細分化するものである。

　⑥　価格に対する敏感性。これは対象顧客

層が低価格志向なのか、高級志向なのか、と

いったことにより細分化するものである。

　小売企業は、これらの市場細分化変数を用

いることにより市場標的を確定するのである
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リー内の商品アイテム数を多くして深くする

のか、あるいはそれを少なくして浅くするの

かという次元により、小売業態を分類してい

る。そして、商品カテゴリーが狭く、各商品

カテゴリー内の商品アイテムが深いのがカテ

ゴリーキラーであり、商品カテゴリーが広

く、各商品カテゴリー内の商品アイテムが深

いのが百貨店であるとしている。そして、商

品カテゴリーが狭く、各カテゴリー内の商品

アイテムが浅いのがコンビニエンスストアで

あり ､商品カテゴリーが広く、各カテゴリー

内の商品アイテムが浅いのが総合ディスカウ

ンターであるとしている（9）。

　このように、小売企業の業態により、商品

のカテゴリーが広いか狭いか、商品カテゴ

リー内のアイテムが深いか浅いかが決まって

くることになる。例えば、日本の大型スー

パーでは、食品、飲料、酒類、日用雑貨、衣

料品、文具、化粧品、医薬品、書籍等の広い

商品カテゴリーを取り扱っている。ただし、

個々の商品カテゴリー内の商品アイテムは専

門店のようには深くはない。これに対して、

専門店では商品のカテゴリーは狭いものの、

商品カテゴリー内の商品アイテムは深くなっ

ている。

　第 2 に、取扱商品の組み合わせに関して、

以上のようなことに加えて、取扱商品のブラ

ンドの組み合わせをどのようにするのかにつ

いても意思決定する必要がある。

　Levy,Weitz and Grewal（2014）は、小売

企業が仕入れる商品のブランドの選択肢とし

て、ナショナルブランド、ストアブランド

（プライベートブランド）、ジェネリックブラ

ンド（一般商品）があるとしている
（10）。

　B.Berman and J.R.Evans（2004）も、小

売企業が仕入れる商品のブランドには製造業

者ブランド（ナショナルブランド）、プライ

ベートブランド（ディーラーブランド）、

ジェネリックブランドがあるとしている（11）。

　このように、小売企業が仕入れる商品のブ

ランドの種類には、①ナショナルブランド、

　Cox, and Brittain（2004）は、商品の購

買計画が、①何を購入するのか、②どれくら

いの数量購入するのか、③誰から購入するの

か、④いつ購入するのかの 4 つからなるもの

として捉えている（6）。

　P.J.McGoldrick（2002）は、小売業者の

購買意思決定に関わる事柄として、①プロダ

クトミックスを組み立てること、②数量の意

思決定、③選択と廃止の基準、④意思決定過

程、⑤取引条件を挙げている（7）。

　つまり、Cox and Brittain（1996）や Mc-

Goldrick（2002）が述べているように、小

売企業の購買計画の立案や購買意思決定は、

いくつかの点を考慮してなされることにな

る。ここでは、次のような点を考慮すること

により購買計画の立案や購買意思決定がなさ

れるものと捉えることにする。

　第 1 に、どのような種類や価格帯の商品を

取り扱うのか、その組み合わせをどのように

するのかに関する意思決定である。小売企業

は、そもそも食品、飲料、酒類、衣料品、

バッグ、日用雑貨、化粧品、医薬品、宝飾

品、文具、家電、カー用品等の様々な商品種

類があるなかで、どの種類の商品を取り扱う

のか、取扱商品の中心価格帯はどのようにす

るのかを決定する必要がある。そして、取扱

商品の組み合わせをどのようにするのかを決

定する必要がある。言い換えれば取扱商品の

品揃えの幅を狭くするのか、広くするのか、

ほどほどの幅とするのかを決定する必要があ

るのである。

　この点について参考になるのが、McGol-

drick（2002）の議論である。McGoldrick

（2002）は、小売企業のプロダクトミックス

の組み立て関して、商品のカテゴリーの幅を

広くするのか、あるいは狭くするのかを問題

にしている
（8）。

　McGoldrick（2002）は、商品の品揃え戦

略に関して、商品のカテゴリーの数を少なく

して狭くするのか、あるいはそれを多くして

広くするのかという次元と、各商品カテゴ
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は、小売企業がナショナルブランドとストア

ブランド（プライベートブランド）を併せて

取り扱うさいに、総体としての品揃え、収益

性、弾力性に影響を与える点を考慮する必要

があると捉えている（12）。ただし、このよう

な議論は規模が大きいスーパーマーケットな

どに適用できるものである ｡小規模な小売企

業、SPA としてのアパレル小売企業、アパ

レル業以外で製造小売をしており自主企画商

品のみを取り扱っている小売企業には、その

ような議論は適用できないのである。

　いずれにせよ、主として大型スーパーマー

ケットなどに適用できる議論ということを念

頭において Levy,Weitz and Grewal（2014）

の議論をみていくことにする。

　Levy,Weitz and Grewal（2014）は、スト

アブランド（プライベートブランド）の取り

扱いは、品揃えの強化や拡張につながるとし

ている（13）。そして、ストアブランドの取り

扱いは、小売業者の差別化や商品の低価格化

につながるが、ストアブランドの開発やマー

ケティングに費用が掛かるし、売れなければ

過剰在庫の問題が発生するという収益性への

マイナス面もあるとしている（14）。つまり、

小売企業が自主企画商品であるプライベート

ブランド商品を取り扱うことには、他社との

差別化や顧客への低価格訴求を図ることにつ

ながるというメリットがあるが、販売予測が

外れてプライベートブランド商品が売れなけ

れば過剰在庫が発生し損失が発生するという

デメリットがあるのである。付け加えておく

と、Cox and Brittain（2004）が述べている

ように、プライベートブランド商品のような

自社ブランド商品の場合には、その製造を製

造業者に委託するときに最低発注数量が設定

されることがあるので、十分な資金力がなけ

ればプライベートブランド商品を取り扱うこ

とはできないのであり、小規模の小売企業で

はなかなかその取り扱いが難しいのであ

る（15）。さらにいえば、プライベートブラン

ドを取り扱うには、商品の企画力も要するで

②プライベートブランド（ストアブランド）、

③一般商品（ジェネリックブランド）があ

る。まず、ナショナルブランドというのは、

著名な企業が製造する全国的に知名度の高い

ブランド商品のことである。プライベートブ

ランドというのは、小売企業の自主企画商品

のことであり、自社が企画した商品の製造を

委託している企業から商品を買い取って、自

社ブランドでその商品を販売することによる

ものである。一般商品というのは、商品名は

ついているものの、知名度があまりなく差別

化されていないコモディティとしての商品の

ことである。知名度があまりないブランドの

商品とはいっても、消費者にとっては日常生

活に欠かせない種類の商品であることが多い

ので、小売企業としてはそうした商品を店頭

に品揃えしておく必要がある。

　小売企業は、これらのブランドの組み合わ

せをどのようにするのかについて意思決定す

る必要がある。

　3 つのブランドの組み合わせにより商品を

仕入れる典型的な小売企業は、大規模なスー

パーマーケットや比較的規模が大きい中堅の

スーパーマーケットを営む企業である。こう

したスーパーマーケットでは、3 つのブラン

ドの組み合わせによる品揃えを行っている。

そ し て、SPA（Specialist Retailer of Pri-

vate Label Apparel）と呼ばれる製造小売を

行っているアパレル小売企業では、基本的に

自主企画商品（プライベートブランド）によ

る品揃えのみなので、ナショナルブランドや

一般商品の品揃えはない。また、食品や雑貨

等を取り扱っている小規模の小売企業では自

主企画商品（プライベートブランド）を取り

扱うための企画力、資金力、販売力がないの

で、ナショナルブランドと一般商品の組み合

わせによる品揃えをしている。このように、

小売企業が取り扱う商品のブランドの組み合

わせは、小売企業の商品政策や業態等に応じ

て変化することになる。

　ところで、Levy,Weitz and Grewal（2014）
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まず、各商品をどれくらいの数量購入するの

かについてであるが、Cox and Brittain

（2004）は、それは販売予測に基づいてなさ

れるべきであるとしている（17）。Cox and 

Brittain（2004）のいうように、当然のこと

ながら小売企業は商品を仕入れるさいに、販

売予測に基づいて適切な数量を仕入れる必要

がある。そのさい、販売予測だけでなく、在

庫切れを発生させないために必要な安全在庫

水準や商品を発注してから納品されるまでの

リードタイム、最低発注数量なども考慮に入

れる必要がある。

　小売企業が商品の仕入数量を決定するさい

には、これらの点以外も考慮に入れておく必

要がある。例えば McGoldrick（2002）は、

特にアパレル商品に関するいくつかの点を挙

げている（18）。それらは、スーツ、シャツ等

の商品の分類、商品のスタイル、商品の価格

帯、商品のサイズや色である。商品を発注す

るさいには、どの商品種類なのか、どのスタ

イルや色、柄、サイズの商品なのか、どのよ

うな価格帯の商品なのかを特定化したうえ

で、発注する数量を決定する必要がある。こ

うしたことは他の商品にも当てはまる。例え

ばキッチン用のスポンジの場合にも、その形

状、色、価格帯等について特定化したうえで

発注数量を決定する必要がある。

　また、供給先から商品を大量に一括集中購

買するか、必要に応じてその都度商品を適量

仕入れるのか、少量ずつ仕入れるのかの決定

をする必要がある。大型のスーパーマーケッ

トを運営している小売企業では、売れ筋の商

品に関しては一括集中購買をすることにより

仕入れ価格の低減を行うことができる。ただ

し、そうした大型スーパーマーケットを展開

している小売企業でも、消費者の購買頻度が

低く回転率が低い商品に関しては適量の仕入

れをすることになる。全ての商品種類に関し

て、一括集中購買をするわけではない。ま

た、小規模のアパレル小売企業のように、必

要に応じてその都度、ごく少量の商品の仕入

あろう。

　以上はプライベートブランド商品の問題で

あるが、ナショナルブランド商品にはどのよ

うな問題があるのであろうか。これに関して

Levy,Weitz and Grewal（2014）はナショナ

ルブランド商品に柔軟性の問題があることを

指摘している。それはナショナルブランド商

品の場合には、製造業者から小売企業に対し

て、ナショナルブランド商品の陳列や、広

告、値付けについて指示されることがあると

いう問題である
（16）。このような意味でナショ

ナルブランド商品には柔軟性がないのであ

り、小売企業の裁量の余地がさほどないので

ある。これに対して小売業者の自主企画商品

であるプライベートブランド商品では、その

ような指示がないので、小売業者が自分の意

思により、柔軟に商品の陳列方法、広告、価

格設定を行うことができるのである。ナショ

ナルブランド商品は、消費者によく知られて

おり、その品質等が信頼されているという点

で、小売企業がそれを取り扱うことにはメ

リットがあるのであるが、その反面でデメ

リットもあるのである。

　小売企業は、ナショナルブランド商品やプ

ライベートブランド商品を取り扱うさいに、

それぞれのメリットやデメリットを考慮する

必要がある。

　第 3 に、どのメーカー（あるいは生産者）

や卸売業者から商品を仕入れるのかに関する

意思決定である。小売企業は、その取扱商品

の品揃えやブランドの組み合わせを決定した

ら、それぞれの商品をどのような企業から仕

入れるのかを決定する必要がある。取扱商品

は、メーカー（あるいは生産者）から直接仕

入れることや、卸売業者（大規模卸売業者、

中小の卸売業者）などから仕入れることによ

り調達することができる。生鮮食料品であれ

ば、生産者からの直接購買、卸売市場経由で

の購買等がある。

　第 4 に、仕入れる各々の商品の数量はどれ

くらいにするのかに関する意思決定である。
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fith（2002）は、小売企業の価格政策として、

①市場価格以上での設定、②市場価格水準で

の設定、③市場価格以下での設定の 3 つを挙

げている（21）。

　そして、Cox and Brittain（2004）は、小

売企業の基本的な価格帯として、①販売促進

的なゾーン（低価格設定）、②ボリューム

ゾーン（中価格帯での価格設定）、③プレス

テージゾーン（高価格設定）の 3 つを挙げて

いる（22）。

　Dunne,Lush and Griffith（2002）や Cox 

and Brittain（2004）が挙げているものから

分かるように、小売企業の取扱商品全般に関

する価格設定は基本的に、①低価格帯に設

定、②中価格帯に設定、③高価格帯に設定の

3 つの仕方があるのである。

　例えば、ファッション商品や宝飾品等を取

り扱う高級ブランド店や高級専門店等はいう

までもなく高価格設定ということになる。そ

して、中級品を主として取り揃えるアパレル

の専門店は中価格帯の設定になるが、アパレ

ル専門店の中には低価格帯中心に品揃えをし

ているところもある。ディスカウントスト

ア、百円ショップ等では、低価格帯中心の品

揃えをしている。スーパーマーケットやホー

ムセンター等では、低価格帯の商品の品揃え

と中価格帯の商品の品揃えを組み合わせてい

る。

　以上のことから、小売企業の取扱商品全般

の価格帯の設定の仕方には、①低価格帯中

心、②中価格帯中心、③高価格帯中心、④低

価格帯、中価格帯、高価格帯のうちのいずれ

かの組み合わせがあることが分かる。小売企

業は、その業態や対象とする顧客層を考慮し

て、取扱商品全般の価格帯を設定する必要が

ある。

　次に、小売企業は、中心的な価格帯を考慮

に入れたうえで、採用すべき具体的な価格戦

略や価格戦術を決定する必要がある。小売企

業が採用することができる価格戦略にはどの

ようなものが挙げられているのかをみてみる

れをする場合もある。

　第 5 に、取扱商品の追加と廃止に関する意

思決定である。小売企業に商品を供給する製

造業者は新製品を発売するだけでなく、需要

の低下した製品を廃止することもある。そう

したことを受けて小売企業では、新製品の取

扱開始や重要性が低下した商品や廃盤となっ

た商品の取り扱い停止をする必要がある。こ

うした商品の追加と廃止について、McGol-

drick（2002）は、次のような場合に、小売

企業は商品の追加と廃止に関する意思決定を

するとしている
（19）。それは、①新製品や異

なった商品の提供が受けられるとき、②小売

企業が新商品を取り扱う必要があると思うと

き、③入手可能なブランドの選択肢の拡張の

必要性、④顧客の商品やブランドに対する満

足度の低下がみられるとき、⑤既存の取扱商

品の品揃えやカテゴリーに関する日常的な評

価をするときである（20）。このように、小売

企業は、新商品の発売や既存商品の廃番が

あったときに取扱商品の追加と廃止を行うだ

けでなく、顧客ニーズへの対応や売上高増加

を図るための品揃えの拡張、売れ行き不振の

商品の廃止などの理由からも取扱商品の追加

と廃止を行うのである。

Ⅳ　価格戦略：小売業態の相違に応じた展開

　高橋（2019a）で小売企業の価格戦略を取

り扱ったが、そこで展開した議論は主として

スーパーマーケットやホームセンター等に適

用できるものであった。しかしながら、小売

企業には様々な業態があるので、本来はその

業態の多様性を考慮に入れた価格戦略の議論

を展開すべきである。そうでなければ、特定

の小売業態にしか妥当しない議論になってし

まう。ここでは小売業態の在り方を考慮に入

れた価格戦略について述べたいと思う。

　まず、小売企業の取扱商品全般に関する価

格帯の設定からみていくことにする。

　この点について、Dunne,Lush and Grif-
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のである。そして、特売日が終われば商品の

販売価格を元に戻すことになる。このハイア

ンドロー価格設定は、EDLP を行っている

小売企業では実施しない。EDLP というの

は、特売日を設けてチラシ広告で告知し集客

するといったような費用が掛かることをしな

いことで費用を節約し、日常的に商品を低価

格販売するというものである。高価格設定

は、高級ブランド店で採用されているもので

あり、そこでは一般的に、商品の値引き販売

をすることはなされていない。なお、中価格

帯以下の衣料品を取り扱うアパレル小売企業

では、商品のシーズン当初からしばらくの間

はプロパーでの販売（正価販売）を行ってい

る。そして次のシーズンに向けての商品の切

り替え時にはバーゲンセールを行うことが多

い。小売企業の業種、業態、店舗規模等に

よって、それぞれが採用する価格政策（価格

戦略）は異なるので、小売企業全般に適用で

きる価格政策は基本的に存在しないと捉える

べきである。つまり、ケースバイケースと捉

えるべきなのである。

　小売企業は、そのときどきにおける状況の

変化に応じて、戦術的な価格設定をする必要

がある。そうしたものとしては、高橋

（2019a）において挙げておいた時期や時間

帯に応じた価格設定、ダイナミックプライシ

ングがある
（27）。時期や時間帯に応じた価格

設定というのは、アパレル小売企業のシーズ

ン性のある衣料品在庫処分のためのバーゲン

セールやスーパーマーケット等での消費期限

間近の商品の値引き販売などにみられるもの

である。ダイナミックプライシングというの

は、商品の売れ行き動向や需要の変化、競合

他社の商品のネット販売価格の変更等を把握

したうえで、商品の販売価格を極めて迅速に

変更するものである。例えば、一部の家電販

売店では、電子棚札の利用により迅速に店頭

での価格変更を行っている。

　小売企業は、戦術的な価格設定により、需

要促進を図ったり、競争関係を反映したかた

と次のようになる。

　Levy,Weitz and Grewal（2014）は、小売

企業の価格戦略として、ハイアンドロー価格

設定、EDLP を挙げている（23）。

　Mason,Mayer and Wilkinson（1993）は、

店舗の価格政策として、単一価格政策、弾力

的な価格設定、プライスライニング、プライ

スラインの一貫性を挙げている（24）。

　Dunne,Lush and Griffith（2002）は、小

売企業の特定の価格戦術として、慣習価格設

定、変動価格設定、弾力的な価格設定、均一

価格設定、プライスライニング、端数価格設

定、複数単位価格設定、バンドル価格設定、

リーダー価格設定、おとり価格設定とスイッ

チ価格設定、プライベートブランド価格設定

を挙げている（25）。

　以上挙げられているもののなかで小売企業

が、恒常的に利用できる価格戦略（価格政

策）とみてよいのは、均一価格設定（単一価

格政策）、プライスライニング、ハイアンド

ロー価格設定、EDLP である。なお、これ

ら以外の高価格帯設定も小売企業の価格戦略

に加えられるべきである。

　均一価格設定（単一価格政策）というのは

300 円ショップのような均一価格店で採用さ

れているものである。プライスライニングと

いうのは、Dunne,Lush and Griffith（2002）

によれば、顧客が商品の比較購買をしやすい

ようにするための価格設定のことである（26）。

例えば紳士服店が、同じ種類の商品（スーツ

など）に、その生地等の品質の差に応じて、

19800 円、39800 円、59800 円といった 3 段

階の価格設定をすることにより選択肢を増や

して、商品の比較購買をしやすいようにする

ものである。ハイアンドロー価格設定や

EDLP は、スーパーマーケットなどが採用

している価格戦略である。ハイアンドロー価

格設定は、通常は商品を低価格販売しないも

のの、特定の曜日を特売日として設定したう

えで、特売用の低価格商品を多数用意し、そ

れをチラシ広告等により告知して集客するも
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ネット動画広告や SNS 広告はスマートフォ

ンユーザーである若い世代に到達しやすく、

アパレル小売企業では、それらにより、詳細

な商品の説明、着こなしやコーディネートの

提案等がしやすいので利便性がある。

　最近、一般的にいって小売企業では、テレ

ビや紙媒体のチラシ等といった在来の広告媒

体を利用しているものの、ウェブチラシや

SNS 広告等のインターネット広告をも併せ

て利用するようになってきている。

　次に、小売企業の販売促進活動についてみ

ていくことにする。この販売促進活動の目的

として、Berman and Evans（2004）は、①

短期的な売上高の増加、②顧客ロイヤルティ

の維持、③新規さの強調、④他の販売促進手

段の補完があるとしている（29）。これらのう

ち、販売促進の目的としてふさわしいのは、

短期的な売上高の増加、顧客ロイヤルティの

維持である。これらに加えて、顧客の継続的

な利用の促進、新規取扱商品の紹介も販売促

進の目的とすべきである。小売企業は販売促

進活動を、集客増加等による売上高増加を図

るため、店舗に対する顧客ロイヤルティの形

成と維持を図るため、店舗への継続的な利用

を図るため、新規取扱商品の紹介のために展

開することになる。

　小売企業が利用できる販売促進手段には、

ポイントシステム、スタンプカード、電子ス

タンプ、紙のクーポンの配布、スマホへの電

子クーポンの配信、商品のデモンストレー

ション、店舗イベントの開催、くじ引きによ

る商品等の提供、サンプルの配布等がある。

この販売促進手段についても広告媒体と同様

に、ウェブ対応やスマートフォン対応のもの

が利用されるようになってきている。

Ⅵ　店舗の展開戦略

　小売企業のマーケティングについて論じら

れるさい、店舗の立地戦略がよく取り上げら

れている。店舗の立地戦略に関する議論は現

ちでの価格設定ができる。

Ⅴ　広告・販売促進戦略

　まず、小売企業の広告の展開からみていく

ことにする。小売企業が広告を展開する目的

には何があるのであろうか。

　Berman and Evans（2004）は広告目的と

して、①短期的な売上高の増加、②集客の増

加、③店舗イメージの強化・開発、④商品や

サービスに関する情報提供、⑤販売員の仕事

の容易化、⑥プライベートブランドの需要開

発の 6 つを挙げているが、これらのうち①か

ら④までが広告目的とするのに妥当なもので

あるとみられる
（28）。⑤と⑥は広告目的とし

てはあまり本質的なものとはみられない。

　いずれにせよ、Berman and Evans（2004）

がいうように、小売企業は、顧客に店舗の利

用を促すためや、取扱商品やサービスの案

内・告知、消費者が抱く店舗のイメージ強

化、短期的な売上高増加のために広告を展開

するのである。

　小売企業が利用できる広告媒体には、テレ

ビ、POP、チラシ、ウェブチラシの他に、フェ

イスブック、ツイッター、インスタグラム等

のソーシャルメディアがある。例えば、スー

パーマーケットでは、テレビ CM や紙媒体

のチラシ、ウェブチラシ、SNS 広告、POP

等を利用している。テレビ CM は、消費者

に広範かつ迅速に広告メッセージを告知する

のに適している。POP は店頭での商品の案

内・告知に適している。

　スーパーマーケットでは、チラシについて

は紙媒体によるものも利用しているが、ス

マートフォン向けのウェブチラシも用いるよ

うになってきている。家電販売店では、テレ

ビ CM、紙媒体のチラシ、ウェブチラシ、

ネット動画広告、SNS 広告、ダイレクトメー

ル等を用いている。アパレル小売企業では、

テレビ CM、チラシ、ポスター広告、ネット

動画広告、SNS 広告などが用いられている。



9小売企業のマーケティング・ミックス戦略について

るのか、店舗の開設・維持費用はどれくらい

になると見込まれるのか、といった点を評価

して出店するか否かを決定することになる。

　より具体的な店舗の展開の仕方について

は、大型の独立店、中小規模の独立店、路面

店、ショッピングセンター内のテナント出店

等のいずれの形態で出店するのかを決定する

必要がある。

　インターネット上の仮想店舗については、

ネット専業としての営業なのか、仮想店舗と

現実の店舗を組み合わせたかたちでの営業な

のかを決定する必要がある。ネット専業の場

合には、自社単独でのネット販売サイトの開

設のみとするか、あるいは自社開設のネット

販売サイトと他社開設の仮想モールへの出店

との組み合わせにするのかを決定することに

なる。

　仮想店舗と現実の店舗との組み合わせの場

合には、現実の店舗をベースにした小売企業

が仮想店舗を出店する場合と、仮想店舗を

ベースとした小売企業が現実の店舗を開設す

る場合とがある。このような仮想店舗と現実

の店舗との組み合わせをクリック・アンド・

モルタルというが、その典型的な例はイン

ターネットスーパーである。特に店舗型のイ

ンターネットスーパーでは、店頭在庫のなか

から注文品をピックアップして梱包・箱詰め

し、顧客の元へと配達している。

　最近では、現実の店舗をベースとしてきた

アパレル小売企業が仮想店舗をも展開しネッ

ト販売に注力している。その仮想店舗の展開

の仕方は自社の開設によるものだけでなく、

場合によっては他社の仮想モールへの出店に

よるものもある。知名度の高いファッション

サイトとしての仮想モールには、知名度の高

いブランドが集積されており、品数も豊富な

ので消費者にとっては商品を選択しやすい。

アパレル小売企業にとっては、このような魅

力度が高く集客力のある仮想モールに出店す

ることには利点がある。また、アパレル小売

企業では、現実の店舗と仮想店舗とを連携さ

実の店舗に関するものであり、多数の小売企

業がネット販売を行っている状況下では店舗

の立地戦略を論ずるだけでは不十分である。

ネット販売に関しては、その出店に地理的な

制約はないので、仮想店舗の開設や電子モー

ル等への出店の仕方などが特に問題になるか

らである。

　また、小売企業は基本的に、現実の店舗の

みによる営業、ネット販売サイトのみによる

営業、現実の店舗とネット販売サイトの組み

合わせによる営業の 3 つのパターンに分類さ

れる。このようなことからも店舗の立地戦略

を取り上げるのみでは不十分なのである。以

下ではこうしたところから、現実の店舗の立

地戦略と仮想店舗の出店戦略の問題について

検討していくことにする。

　まず、現実の店舗からみていくと、現実の

店舗ではその立地戦略が問題になる。Cox 

and Brittain（1996）は、大まかな立地先と

して、都市の中心地、地域の中心地、近郊中

心があるとし、店舗をコーナーショップ（小

さな商店）や中心から外れた店として出店す

るか、独立のスーパーストアとして出店する

か、市街地のショッピングセンター内に出店

するかなどの選択肢があるとしている
（30）。

　Levy,Weitz and Grewal（2014）は、店舗

の立地先地域の魅力は、①経済的状況：地域

の人口増加、雇用の増加、②競争の水準、

③戦略的適合：ターゲットとする顧客層がい

ること、④活動費用：その地域での店舗活動

費用によるとしている（31）。

　以上のように、現実の店舗の場合には、大

都市、中小規模の都市、都市近郊や郊外、農

村部等の大まかな立地先の選定を行う必要が

ある。この立地選定のさいに、Levy, Weitz 

and Grewal（2014）が挙げているような様々

な観点から立地先を評価することが必要にな

る。その地域に標的顧客層がどれだけいるの

か、その地域に出店した場合の取扱商品の年

間売上高予想金額はどれくらいなのか、将来

的な人口の増減はどのようになると見込まれ
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資金力がある大手スーパーマーケット、コン

ビニエンスストア、ホームセンター等でしか

取り扱うことができないので、ナショナルブ

ランド商品とプライベートブランド商品の組

み合わせをどのようにするのかなどというこ

とは、小規模の小売企業には無縁のことなの

である。小売企業のマーケティングやマーケ

ティング・ミックス戦略を問題にするさいに

は、できるだけ小売企業の多様性を反映した

かたちで議論を展開する必要がある。そし

て、どのような業種の、どの業態の、どのよ

うな店舗規模の小売企業を念頭に置いて議論

しているのかをなるべく明確にしたうえで議

論する方がよいと思われる。

　また、消費者向け電子商取引が拡大するな

かで、多くの小売企業が現実の店舗と併せて

仮想店舗をも開設するようになっている。こ

のようななかで、現実の店舗による小売企業

に関する議論ばかり行っているだけでは不十

分である。例えば、現実の店舗の立地戦略の

みを論ずるだけでは不十分なので、併せて仮

想店舗の出店戦略についても論ずる必要があ

るのである。今後、小売企業のマーケティン

グ戦略やマーケティング・ミックス戦略につ

いて、その多様性を反映した議論やネット販

売の進展に見合った議論が展開されていくこ

とが期待される。

（注）

（１）Levy,Weitz and Grewal（2014）,pp.109-115.

（２）Mason,Mayer and Wilkinson（1993）,pp.95-

98.

（３）Cox and Brittain（2004）,pp.89-92.

（４）高橋（2019a）、21 ページ。

（５）Levy,Weitz and Grewal（2014）,p.111.Cox 

and Brittain（2004）,p.89.

（６）Cox and Brittain（2004）,pp.128-135.

（７）McGoldrick（2002）,pp.306-327.

（８）Ibid.,p.307.

（９）Ibid.,p.308.

（10）Levy,Weitz and Grewal（2014）,pp.358-362.

せたかたちでの販売を行っていることが多

い。つまり、仮想店舗で顧客から商品の注文

を受け付けて現実の店舗でその商品を引き渡

すというやり方や、商品展示用の現実の店舗

で顧客に商品を確認してもらってから仮想店

舗で注文してもらうといったやり方などをし

ているのである。このようなことは、アパレ

ル小売企業以外の業種の小売企業でもなされ

るようになってきている。

　現在では、ホームセンター、家電販売店等

の様々な小売企業で現実の店舗だけでなく仮

想店舗をも開設しているので、店舗の立地戦

略を問題にするだけでは時代に合わなくなっ

ている。それゆえ、地理的な問題を必ずしも

伴わない場合があることを考慮して、小売企

業の店舗の立地戦略ではなくて展開戦略がど

のようであるのかということを取り扱う方が

よいと思われる。

Ⅶ　おわりに

　小売企業は実に様々な業種や業態からなる

ものであり、その経営規模も種々雑多であ

る。このような小売企業のマーケティング戦

略やマーケティング・ミックスを取り扱うさ

い、スーパーマーケット等に主として当ては

まる議論をするだけでは不十分である。例え

ば、価格戦略としてのハイアンドロー価格設

定や EDLP は、スーパーマーケットには適

用できるが、高級ブランド店や中価格帯の衣

料品を中心に取り扱うアパレル小売企業には

適用できないのである。商品の一括集中仕入

れをすることについては、同種の商品を大量

に仕入れて売り場面積の広い店舗で販売する

ことができ、多店舗展開しているスーパー

マーケットでは実施可能であるが、多店舗展

開しておらず、売り場面積が狭く、少量ずつ

複数の種類の商品を品揃えして販売するタイ

プの小売企業では実施可能ではないし、そも

そもそうしたことを実施する意味がない。プ

ライベートブランドについては、企画力や、
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